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第４節 地球温暖化と二酸化炭素 CO2 排出削減 

   ２０世紀以来、エネルギー革命を経て、人間の活動は、地球環境全体に影響を及ぼすま

でに巨大化しています。特に、この 100 年間に地球の平均気温は 0.74℃上昇し（IPCC

第４次評価報告書[2007 年]より）、日本の平均気温は約 1.1℃上昇したことが明らかにな

っています（国立環境研究所 HP より）。これを地球温暖化といいます。その主原因は、人

間の活動による二酸化炭素（CO2）排出だとされており、その早急な削減が求められてい

ます。一宮町としても、この地球大の事柄が、実は自己の運命に直接関わることとしてと

らえて、主体的に取り組む必要があります。 

 

第５節 国際化・グローバリゼーションの展開 

   現在の日本は、未曾有のスピードで、人・もの・資本・情報が世界中を行き交う環境の

中に置かれています。これがいわゆる国際化・グローバリゼーションです。まず、人の来

訪という意味での町の国際化ですが、一宮町における外国人の居住者の数も増加傾向にあ

り、平成２２年には８５人にのぼっています。一宮町を観光その他で訪れる外国人も増え

ています。今後もこの傾向は更に強まることが予想されます。 

   また、もの・資本の国際化は、世界の市場の統合という方向へ向かうもので、町の経済

にとっては、諸刃の剣ともいうべき現象です。即ち、工業等に顕著に見られるように、海

外市場での景気や外国為替相場の動向の影響を直接こうむり、その営業成績に甚大な影響

がもたらされます。農業も同様で、農産物の関税自由化の方向へと動く勢いの中で、農業

従事者は国の自由化政策に翻弄されています。しかし、一方では、世界市場に向けて優れ

た製品・産品を売り込み、従来の国内市場での流通を前提にしていた状況よりもより大き

な利潤を上げることも可能となってきています。まさにチャンスとリスクは紙一重です。 

   今後も、こうした国際化・グローバリゼーションの波は日本全国、そして本町を更に巻

き込んで展開すると予想されます。町としては、それを前提として、有効に対応していく

ことが求められています。 

 

第６節 情報化の展開 

   パーソナルコンピュータの普及に伴い、情報伝達が従来とは画期的に異なる段階に達し

ました。行政と町民との間に存在していた情報的丌均衡も、インターネット環境の整備に

よってその落差は決定的に小さくなりつつあります。そして、インターネットを用いた情

報伝達の手段は、行政と町民との協働を双方向的に可能にする大きな力を秘めています。

また、町の外部の情報を収集し整理していくこと、或いは町の内部の情報を収集し発信し

ていくこと、ともに極めて容易かつ正確に行われるようになってきています。これは、上

述の国際化とも密接に絡み合った条件であり、今後はこうした高度情報化の環境を前提と

したまちづくりが行われる必要があります。 

   こうした大きな状況の変化は、日本国・千葉県・長生郡市という大・中・小の単位を超
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えて全体として急激に進行しています。その中で、国も県も、既存の枠組みを大きく改め

つつあり、地方自治のあり方をめぐっては、具体的な方針や見込みが明らかになっておら

ず、五里霧中状態にあります。逆にいえば、基礎自治体には、新しい時代を切り開く地方

自治のかたちをつくり出す先頭に立つ覚悟が求められています。本町における取り組みが、

日本全国の地方自治のかたちをつくっていくモデルともなりうる可能性があるわけです。

行政・町民ともに、こうした大きな時代的要請を抱えていることを十分に自覚し、その責

務を負っていくことが必要です。 




